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2007年度の業績について教えてくだ
さい。

主要事業である制御事業は、海外市場における石油、

石油化学分野を中心とした活発な投資を背景に増収

増益となりましたが、計測機器事業は、半導体テスト

システム市場における投資抑制の影響を受け、減収

減益となりました。また、新事業その他では、事業立ち

上げに伴う費用の増加により増収減益となりました。この

結果、連結売上高は前期比4 0億円増の4 , 3 7 4億円と
なりましたが、営業利益は前期比19億円減の274億円と
なりました。

経常利益は、営業利益の減益に加えて、円高による為替

差損の増加や、たな卸処分損などの増加により、前期比

131億円減の165億円となりました。一方、当期純利益
については、子会社において繰延税金資産を計上した

ことなどにより法人税等調整額が減少したことから、

前期比9億円の減少にとどまり、117億円となりました。

この結果をどう分析しますか。

2007年度は、史上最高の売上高、営業利益を更新する
ことを目指してきましたが、売上高は増収となったものの

営業利益は減益という結果に終わりました。当社が

いくつかの大きな変曲点を迎えていることが、その背景

にあるととらえています。

まず、グループ全体では、コスト構造の面で変曲点

を迎えています。「VISION-21&ACTION-21」の第2の
マイルストーン達成に向けた新事業への先行投資を

はじめ、本社構内の社屋の建て替えや、海外での事業拡大

に対応した海外拠点の新社屋建設、人員増強などの施策

を積極的に進めてきた結果、費用が売上に先行して発生

し、損益分岐点が上がり、利益の出にくい構造になって

きています。グローバル競争を勝ち抜くためには、競争

力のあるコスト構造を実現することが不可欠です。この

実現に向け、発注の一元化による調達コストの削減、

共通技術の活用による開発効率の向上、原材料高を吸収

する生産コストの削減、人財リソースのコスト競争力の

向上の４つの施策を実行していきます。

成長を続けている制御事業については、
今後、どのように発展させていく方針
ですか。

制御市場は、海外ではエネルギー需要の増大と原油高

を背景に堅調に成長を続け、国内では緩やかに成長する

と予測しています。当社は、システムの信頼性、エンジ

ニアリング遂行能力の両面からお客様に高くご評価
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To Our Shareholders Interv iew with the Pres ident and CEO

社長インタビュー

さらなる成長に向け、経営効率を優先した経営を
スピードを上げて実行します

Q1

Q2
Q3

代表取締役会長 代表取締役社長

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び
申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く
お礼申し上げます。
当社グループは、長期経営構想「VISION-21＆

ACTION-21」に基づき、One Global YOKOGAWA
をキーワードに、健全で利益ある経営の実現に取り
組んでおります。

2007年度は、主力の制御事業が好調に推移し、
売上高については6期連続での増収を達成しまし
たが、営業利益については計測機器事業の売上が
減少したこと、及び新事業立ち上げのため費用が
増加したことから、前期と比較し減益となりました。
また、計画に対しては、売上高、営業利益、当期
純利益とも未達となりました。

2008年度は、固定費の圧縮や変動費率の低減に
より損益分岐点を下げ、グローバル競争を勝ち抜く
ことのできるコスト競争力の実現を目指します。
株主の皆様のご期待に沿えるよう、企業価値の
向上に全力を尽くしてまいりますので、引き続き
ご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2008年6月

代表取締役社長　海堀 周造
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Interv iew with the Pres ident and CEO

社長インタビュー

いただいており、ここ数年、海外市場でシェアを伸ばし

続けています。この制御事業にも、変曲点といえる現象

が二つ起きています。

一つは、ビジネスモデルの変化です。最近では、当社が

制御システムを提供するだけでなく、制御にかかわる技術や

プロジェクトの遂行を含めてお客様の総合的なパート

ナーとなるMAC（Main Automation Contractor）
としての受注が増えています。この背景には、昨今、制御

システムがプラントの運転効率を大きく左右する重要

な要素であるとの認識が深まっているということがあり

ます。

M A Cとしての受注が増えているということは、
Y O K O G AWAが単なる制御機器メーカーとしてでは
なく、制御に関する総合的なソリューションベンダーと

して高い能力があると認められた証しといえます。また、

将来の安定受注のベースとなる当社製品の納入実績が

増えるという面でも、大きなメリットをもたらすものです。

一方、自社製品に加えて制御にかかわるすべての機器を

調達し、お客様に提供していくには、高度なプロジェクト

管理能力やコスト管理能力が必要であり、これらをさらに

高めていくことが今後の課題となります。またMACには、
プラント設計の初期段階から参画して安全で効率性の

高いプラントを実現し、納入後の維持管理を含めて改善

を提案することも期待されています。当社グループは、

製品競争力、ソリューション提案力を強化するとともに、

エンジニアリングの付加価値向上による利益拡大に努め、

制御事業の売上の拡大と利益率の向上を進めてまいり

ます。

制御事業のもう一つの変曲点は、為替の影響が大きく

なっているということです。海外市場での大きな伸びを

背景に、全社売上高、営業利益に占める制御事業の比率

が高まっています。海外に大きな市場をもつ制御事業

をさらに成長させていくため、海外の売上については

できるだけ海外生産で対応し、為替リスクの少ない体制

を構築してきましたが、海外で急速に事業が拡大した

結果、為替の影響が大きくなっています。現在の為替

感応度は、連結営業利益レベルで、USドルに対し１円
の変動あたり約４億円と試算していますが、今後さらに

大きくなる可能性がありますので、この影響を視野に

入れた経営を行っていきます。

これらの施策を着実に実行することによりシェアの

一層の拡大を図り、今後も制御事業の増収増益の基調を

維持していく方針です。

計測機器事業は厳しい状況が続いて
います。今後の戦略を教えてください。

計測機器事業は、半導体テスタビジネスの分野で

大きな変曲点を迎えており、その市場規模や成長性が、

従来と大きく変わってきています。早期の黒字化に向

けて、開発アイテムの再検討と固定費削減を行い、売上

高とコストのバランスの最適化を図ることが必要です。

一方、測定器のビジネスについては、今後の成長が

期待される環境・省エネルギー、光通信、自動車関連など

の市場に注力して売上の拡大を図ります。

発展が期待される新事業の状況は
いかがでしょうか。

新事業では、フォトニクスビジネスが、プラスの意味

で大きな変曲点を迎えています。次世代ネットワークの

構築に向けて、40Gbpsの高速大容量通信が可能な基幹
系光通信の市場が本格的に動き出そうとしています。

最優先課題として取り組んできた、光通信モジュール、

サブシステムの量産体制の構築にめどが立ちましたので、

今後、新規顧客の開拓による売上の拡大と生産効率の向上

によるコスト削減を進めていきます。

アドバンストステージビジネスについてはコスト競争力

の強化を図り、またライフサイエンスビジネスについ

ては、お客様である大学、研究機関、医薬品メーカー、

病院などとの連携を強化し、市場を開拓してまいり

ます。

「健全で利益ある経営」を目指して、
どのように経営を進めていきますか。

2 0 0 6年 5月に発表した長期経営構想「V I S I O N -
21&ACT ION-21」第2のマイルストーンでは、2010
年度の経営目標を連結受注高6,100億円、連結売上高
6,000億円、連結営業利益750億円と設定しましたが、
これまでの2年間の状況を受けて、この目標を見直す
べく検討しています。

配当につきましては、2 0 0 7年度は前期より年間１円
の増配とし、中間8円、期末8円の年間16円（配当性向
35 .7％）といたしました。2008年度については中間
8円、期末8円の年間1 6円（配当性向3 7 . 5 %）とする
方針です。

さまざまな面で変曲点を迎えていることを認識し、さら

なる成長に向けて、経営効率を優先した経営をスピード

を上げて実行していきますので、引き続きご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。
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納入実績

CENTUM 33年の実績と進化

制御事業の中核となる統合生産制御システムを10年ぶりに刷新
理想のプラントを実現する新シリーズ「CENTUM VP」発売
制御事業の中核となる統合生産制御システムを10年ぶりに刷新
理想のプラントを実現する新シリーズ「CENTUM VP」発売
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お客様の効率的な生産をサポート

2008年2月、YOKOGAWAは、10年ぶりとなるCENTUMの
新シリーズ、「CENTUM VP」を発売しました。

CENTUM VPでは、高い信頼性や、従来のシステムとの互換性
といったシリーズのDNAを継承しながら、新しいビジョンも
打ち出しました。それは企業の生産活動全体を効率化し、最適な

プラント操業を実現するシステム統合機能です。生産管理や

機器管理をはじめとするさまざまな制御・情報システムを統合し、

効率的なオペレーション環境の構築を実現。また、操作・監視画面

に最新の人間工学に基づくユニバーサルデザインを導入した

ほか、直感的な操作を可能にしました。

CENTUMの歴史は絶え間ない革新の歴史です。プラント制御
に新時代を切り拓いた初代CENTUM以来、高度な機能とパワー
を兼ね備えたCENTUM-XL、信頼性を極限まで追求した
CENTUM CS、DCSの制御機能と汎用PCの操作性を融合した
CENTUM CS 3000と着実に進化を遂げ、CENTUM VPでは
プラントの理想的な操業を可能にする統合生産制御システムへ

と進化しました。

V Pは、「不眠不休の態勢」でお客様のプラントを見守る
YOKOGAWAが提供する、理想のプラントを実現するための
ビジョン、「VigilantPlant」の頭文字です。YOKOGAWAは、
CENTUMシリーズの不断の進化を通じて理想的なプラントの
在り方を追求し、制御事業でグローバルNo.1を目指します。

セ ン タ ム

CENTUM 99.9999959%の圧倒的な信頼性

CENTUMは世界初の分散形制御システム（DCS）として1975
年に誕生。石油精製や石油化学、鉄鋼、電力など24時間365日
のフル稼働を続けるプロセス産業において、プラント内部の

圧力、温度、流量など、さまざまなデータを収集し、自動制御する

革新的なシステムとして注目を集めました。以来CENTUMは、
お客様のニーズを的確にとらえて進化を続け、制御事業の中核

製品として事業拡大に貢献してきました。

CENTUMの最大の特徴は、業界随一を誇る信頼性です。
発売から今日までのシステムの稼働率は、99.9999959%
（セブンナイン）。これは、40年間稼働したとすると、その間に
停止する可能性はわずか1分であることを意味しています。

CENTUMが卓越した信頼性を実現した背景には、30年に
わたり積み上げてきた高度な二重化技術があります。同じ働き

をするマイクロプロセッサを2台搭載したプロセッサカードを
さらに二重化し、故障した場合の切り替えの連続性を極限まで

高めることで、プラント停止のリスクを極少化。高度な信頼性に

こだわり、制御機能を担うコントローラはすべて自社開発して

います。

国内外でシェアを拡大

CENTUMの卓越した信頼性と、リアルタイムで情報を更新
する高速応答性は、一瞬の停止も許されないプロセスオート

メーションの業界で高く評価され、国内DCS市場で圧倒的な
シェアを確立。さらに、既存のシステムを生かせる継承性、優れた

プロジェクト遂行能力への評価も加わり、海外でもシェアを

拡大しています。
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YOKOGAWAの高度な省エネ技術を導入し、実証しているの
が、国内の主力工場である横河マニュファクチャリング甲府工

場です。高い信頼性や安定性が求められる差圧・圧力伝送器や

電子測定器など、優れた品質の製品を生み出す一方で、先進的

な環境保全活動を展開しています。

甲府工場は、いち早く消費電力の削減に取り組み、1990年度
から2006年度までの間に、生産量が増加するなかでもCO2排出

量を10%削減しています。この削減には、空調設備の送水ポンプ
の運転を負荷に応じてきめ細かく制御し消費電力を大幅に削減

する「エコノパイロット」や、電力、冷水、温水、蒸気などの

エネルギーの消費の無駄を「見える化」する「InfoEnergy」、エネ
ルギーの生産と消費を「見える化」し、分析する「Enerize」など

の自社製品が大きく貢献しています。エコノパイロットの導入に

より、甲府第5工場の空調用送水ポンプの消費電力は約70%
削減されました。

また、ゼロエミッション（廃棄物ゼロ）活動にも1992年から着手。
甲府工場が中心となり、国母工業団地の企業23社の共同事業と
して活動を進めました。紙ごみから、廃プラスチック、生ゴミなど

徐々に対象を拡大し、処理業者や農家の協力も得て、2005年
には工業団地全体でゼロエミッションを達成。この活動は高い

評価を受け、国連大学の発行する「ゼロエミッションマニュアル」

でも紹介されました。

当社はこうした実績、ノウハウを生かし、さらに技術を高めて、

省エネ・環境保全ソリューションを広く社会に提供していきます。

6工場

5工場 3工場

7工場

1工場

4工場 2工場

甲府工場に導入されているYOKOGAWAの省エネ製品
甲府工場では、さまざまな場所でYOKOGAWAの省エネルギーシステムが活躍しています。

「InfoEnergy」: 電力、冷水、温水、
蒸気などのエネルギーの消費の
無駄を「見える化」します。

「エコノパイロット」: 空調設備など
の送水ポンプの運転を負荷に応じ
てきめ細かく制御し、消費電力を
大幅に削減します。平成14年度の
省エネ大賞受賞製品です。

「エコノパイロット
Comp」: 予測制御
によりコンプレッサ
の最適運転を実現
します。

「Enerize」: 電力、冷水、温水、蒸気などのエネルギーの
生産と消費を「見える化」し、分析します。

YOKOGAWAは、地球環境保全の取り組みを経営の最重要
課題の一つと位置付けて、環境経営を推進しています。自社の

活動において環境負荷を低減し資源循環型経営を推進すると

ともに、環境ソリューションや環境調和型製品の提供を通じて

お客様の環境経営の推進に貢献しています。

2007年9月には、お客様に省エネ・環境保全ソリューションを
提供する推進母体として、省エネルギー・環境保全ソリュー

ション本部を設立。ここに自社での取り組みや、これまでお客様

に提供してきたエネルギー効率最大化のための技術・ノウハウを

結集し、コスト削減と地球環境保全を両立させる最適なソリュー

ションを提供する取り組みを開始しています。

情報化の加速による環境負荷増大が予測され、その低減の重

要性が叫ばれるなかで、2008年2月、経済産業省や電気電子、
情報通信機器の主要業界団体など、産官学が連携してIT分野の省
エネルギーに取り組む「グリーンIT推進協議会」が発足しました。

当社は、この協議会のメンバーとして、日本

全体での省エネ実現に積極的に参画しており、

同協議会の主催で5月29日に開催された
「グリーンIT国際シンポジウム」では、「製造業に
おけるグリーンIT」をテーマに講演を行いま
した。このほか東京大学とIPv6普及・高度化
推進協議会が進める「グリーン東大工学部プロ

ジェクト」においても、当社は発起人として参画。

YOKOGAWAが長年はぐくんできた計測、
制御、情報の技術、そして新事業として実用化を

進めている光通信の技術を最大限に活用し、

IT社会の省エネ実現に貢献していきます。

地球環境保全に関する意見交換の場として「省エネ・環境エグゼクティブフォーラム」を開催

自然にも人にもやさしいファクトリーを目指す～甲府工場の先進的な取り組み

甲府工場

当社は2008年4月24日、
行政や産業界、メディアなど

各界のオピニオンリーダーに

お集まりいただき、環境保全に

ついて意見交換する場として

「省エネ・環境エグゼクティブ

フォーラム」を開催しました。

「持続性をめざす産業変革」をテーマとした有識者による基調講演

のほか、環境経営を実践されている企業の方々による「産業界が

切り拓く地球温暖化対策」をテーマとしたパネルディスカッション

などを行い、日本の省エネ対策の現状や世界に誇る省エネ技術

を広く紹介し、議論を深めました。

会場には、170人を超える方々が来場。業種や専門分野の枠
を超えて意見交換できる貴重な機会として高く評価いただきま

した。当社は今後もこのような活動を継続し、さまざまな側面

から地球環境保全を支援していきます。
新たな試みとして注目された、省エネ・
環境エグゼクティブフォーラム

地球環境保全への取り組みを加速するYOKOGAWA
計測、制御、情報の技術を生かして、より豊かな人間社会の実現へ

Special FeatureSpecial Feature 22

自社での取り組みで培った技術を生かし、社会の省エネに貢献

地球環境保全への取り組みを加速するYOKOGAWA
計測、制御、情報の技術を生かして、より豊かな人間社会の実現へ

当社独自の超高速光スイッチ技術を応用した「光ルータ
コアサブシステム（超高速光回線交換機）」。まだ実証
実験に成功した段階ですが、これが実用化されると、
電気処理を用いた場合に比べスーパーコンピュータの
消費電力が100分の1程度にまで削減できると予想され
ています。



第132期報告書・横河電機株式会社

Business Review

9

第132期（2007年度）の概況
当期は、主要事業である制御事業が、海外市場における

エネルギー関連設備への活発な投資を背景に好調に推移し、

売上高は増収となりましたが、営業利益は投資を先行したこと

に伴う費用の増加により減益となりました。また、経常利益は、

営業利益の減少に加えて、円高による為替差損の増加、たな卸

処分損等の増加により、営業利益を上回る減益額となりました。

なお、連結当期純利益の減益額が、経常利益と比較し少なく

なっているのは、子会社において繰延税金資産を計上したこと

等により、法人税等調整額が減少したことによるものです。

制御事業

国内では設備投資に対する慎重な姿勢がみられ成長の勢いは

鈍化したものの、海外においてはエネルギー需要の増大と原

油高を背景に、石油、石油化学、天然ガスなどのプラントへの

投資が活発に行われました。このような市場環境のもと、主力

製品である統合生産制御システムの新製品「CENTUM VP」を
発売するなど製品競争力を強化するとともに、グローバルな

販売、エンジニアリング、サービス体制の強化を図りました。

この結果、海外市場におけるシェアを拡大することができ、

制御事業は増収増益となりました。

計測機器事業

計測機器事業の主要分野である半導体テストシステムの

市場は、DRAM価格の大幅な下落及びフラットパネルディス
プレイドライバICメーカーの投資抑制の影響もあり低調に推移
しました。一方、測定器の市場は、光通信関連測定器及び電力

測定器の市場は好調だったものの、測定器市場全体では低調

に推移しました。こうしたなかで、新製品を投入し売上拡大

に努めましたが、厳しい市場環境に加え、国内外での競合が

激化し、計測機器事業は減収減益となりました。

新事業その他

新事業その他では、フォトニクスビジネスにおいて、次世代

ネットワークの構築に向けて40Gbps基幹系光通信の市場が
動き出したものの、アドバンストステージビジネスの市場は、半導

体製造装置市場の低迷を受け低調に推移しました。こうした

なかで、量産体制の構築など新事業立ち上げのための施策を

積極的に展開しましたが、事業立ち上げに伴う費用が増加し、

増収減益となりました。

第133期（2008年度）の見通し
制御事業は、海外市場で引き続きエネルギー関連設備への

活発な投資が期待でき、好調に推移すると予想されますが、次

期見通しの為替レートを円高ドル安に設定したことから、同事

業の売上高、営業利益は前期と比較し微増にとどまる見通し

です。計測機器事業は、半導体テストシステム市場における、

お客様の設備投資抑制の影響を受け、引き続き厳しい事業

環境が続くと予想されます。新事業その他においては、

40Gbps基幹系光通信市場の拡大により、フォトニクスビジネス
の売上が増加することが見込まれます。また、各新事業では、

引き続き事業立ち上げのために費用が発生する見込みです。

第132期の報告と今後の見通し

0

100

200

300

400

500
（億円） 

制御 

計測機器 

新事業 
その他 

260

400

274

391

-97
-20

2008年度 
（計画） 

2007年度 

293
253

252

36

-35

6

-73

（279） 

（350） 

（-73） 

2005年度 2006年度 2006年度 
（注） 

-95
-45

（2） 

360

セグメント別受注高

セグメント別売上高

セグメント別営業利益

ROE
ROA

（%） 

0

10

5

15

2.6

5.1

11.0

5.3

2.9

5.5

2007年度 2005年度 2006年度 

ROE（自己資本利益率）/ ROA（総資産利益率）

注：2006年度は海外連結子会社の決算期変更により、海外子会社が13か月決算（中国は15か月決算）となっています。（ ）の数値は、従来どおり12か月決算とした場合の実績です。
記載金額は億円未満を四捨五入して表示しています。

2008年度 
（計画） 

2007年度 

（億円） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000制御 

計測機器 

新事業 
その他 

3,300

660

440

4,400

3,222

688

464

4,374

2005年度 2006年度 2006年度 
（注） 

3,889
4,334

3,092

786

456

（2,885） 

（776） 

（452） 

2,530

819

540

（4,113） 

海外売上高 / 海外売上高比率
（%） 

0

30

10

20

40

50
（億円） 

0

1,000

500

1,500

2,500

2,000

55.6

2,433

52.8
（50.3） 

2,289
（2,068） 

2007年度 

1,819

46.8

2005年度 2006年度 
（注） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
（億円） 

制御 

計測機器 

新事業 
その他 

4,600

3,500

660

440
4,551

3,432

676

443

2008年度 
（計画） 

4,005
4,565

2,609

829

567

3,294

783

488

2005年度 2006年度 2007年度 

4,565

2,609

829

567

（4,397） 

（3,135） 

（779） 

（483） 

3,294

783

488

2006年度 
（注） 

セグメント別売上高構成比（2007年度）

制御 

計測機器 

新事業その他 

4,374億円 

73.7%

10.6%

15.7%

10

2007年度 
実績 前期比 2008年度 

見通し 

受注高 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期純利益 

4,551

4,374

274

165

117

△14

40

△19

△131

△9

4,600

4,400

260

220

110

前期比 

49

26

△14

55

△7

（単位：億円 億円未満四捨五入） 2007年度経営成績と2008年度の見通し



第132期報告書・横河電機株式会社 12

連結損益計算書 （単位：百万円）

科目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

持分法による投資利益

雑益

営業外費用

支払利息

たな卸資産処分損

たな卸資産評価損

為替差損

雑損

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等還付金

法人税等調整額

少数株主利益（控除）

当期純利益

437,448
277,430
160,018
132,605
27,412
3,740

391
1,612

869
867

14,699
1,308
5,501

401
4,570
2,918

16,453
2,642
4,660

14,434
5,230

43
△3,129

709
11,667

433,405
275,948
157,456
128,181
29,274
7,592

565
5,010

877
1,139
7,251
1,097
1,263
1,813

830
2,245

29,616
540

5,035
25,120
5,152

227
6,928

703
12,563

4,043
1,481
2,561
4,423

△1,861
△3,852
△174
△3,398
△8

△272
7,448

211
4,238

△1,412
3,740

673
△13,162

2,101
△375

△10,685
78

△183
△10,057

6
△895

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

2008年度からたな卸資産の評価基準が低価法になることを視野
に入れ、たな卸資産の資産性の精査を行い、たな卸資産処分損
5,501百万円を計上しました。

期末にかけて為替が円高に推移したため、為替差損が3,740
百万円増加しました。

フォトニクスビジネスの開発・生産拠点である相模原事業所の
生産・研究開発設備の増強、海外関係会社の社屋建設、情報化投資
及び投資有価証券の取得による支出等により、投資活動による
キャッシュ・フローは、前期と比べ12,004百万円支出が増加
しました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前期と比べ19,627百万円
減少しました。これは主に、当期純利益が減少したこと、及び売上
債権の増加により運転資本が増加したことによるものです。

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期首残高

連結範囲変更に伴う現金及び
現金同等物の増加高

現金及び現金同等物の期末残高

20,834
△51,043

23,923
△1,823
△8,107
38,178

138

30,209

40,461
△39,038
△6,096

1,220
△3,452
41,565

66

38,178

△19,627
△12,004

30,020
△3,043
△4,655
△3,386

72

△7,968

増減
前期

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

当期
2007年4月 1日から
2008年3月31日まで

連結株主資本等変動計算書 当期（2007年4月1日から2008年3月31日まで） （単位：百万円）

評価・換算
差額等合計

株主資本
合計

少数株主
持分

純資産
合計

前期末残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

その他

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

当期末残高

221,970

△4,074
11,667
△6,603

2
△243

748
222,718

12,281

△14,325

△14,325
△2,044

4,650

△480

△480
4,170

238,902

△4,074
11,667
△6,603

2
△243

△14,806

△14,057
224,844

11

Financia l  Statements

要約連結財務諸表
連結貸借対照表 （単位：百万円）

投資有価証券が10,294百万円減少しました。これは主に、株式市
況の低迷によりその他有価証券評価差額金が8,935百万円減少
したことによるものです。

科目

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

社債（一年以内に償還予定）

賞与引当金

その他

固定負債

長期借入金

退職給付引当金

その他

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産合計

負債・純資産合計

145,370
40,034
18,979

ー
14,511
71,846
74,429
55,993
5,221

13,215
219,799

222,718
43,401
50,355

139,952
△10,990
△2,044

2,991
1

△5,036
4,170

224,844
444,644

154,188
41,344
18,356
20,000
14,852
59,636
45,593
21,273
6,223

18,097
199,781

221,970
43,401
50,355

132,603
△4,389
12,281
11,926

6
348

4,650
238,902
438,683

△8,817
△1,310

623
△20,000
△341

12,210
28,836
34,720
△1,002
△4,882
20,018

748
0
0

7,349
△6,601
△14,325
△8,935
△4

△5,385
△480

△14,057
5,960

増減前期
2007年3月31日現在

当期
2008年3月31日現在

科目

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有価証券

たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

242,366
31,738

142,902
301

44,815
12,216
13,648
△3,256
202,277
111,543
22,036
68,697
40,266
16,605
12,465
△639

444,644

243,158
38,819

134,480
252

50,133
10,685
10,852
△2,065
195,525
109,131
14,275
72,118
50,560
9,555

12,645
△642

438,683

△792
△7,081

8,422
49

△5,318
1,531
2,796
△1,191

6,752
2,412
7,761
△3,420
△10,294

7,050
△180

3
5,960

増減前期
2007年3月31日現在

当期
2008年3月31日現在

運転資金、設備投資資金、社債の償還資金等を、金融機関からの借入
金で調達したことにより長期借入金が34,720百万円増加しました。
また短期運転資金をコマーシャルペーパー18,000百万円の発行等
により調達したため、その他流動負債が12,210百万円増加しました。たな卸資産が、5,318百万円減少しました。これは2008年度から

たな卸資産の評価基準が低価法になることを視野に入れ、たな卸
資産の資産性の精査を行い、たな卸資産処分損5,501百万円を
計上したことによるものです。

無形固定資産が、7,761百万円増加しましたが、これは主に、
情報化投資によるものです。

子会社の収益性が改善したことにより新たに繰延税金資産を計上
したため、また、その他有価証券評価差額金が減少したため、長期
繰延税金資産が7,050百万円、短期繰延税金資産が1,531百万円
増加しました。

繰延税金資産

投資有価証券/その他有価証券評価差額金

長期借入金/その他流動負債 為替差損
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
たな卸資産

たな卸資産処分損

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

無形固定資産
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「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に貢献する
YOKOGAWA人は 良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」という企業理念に基づき、
グループ全体でCSR活動を展開しています。2007年度の主な活動をご紹介します。

YOKOGAWAのCSR

「ラジオ製作」をテーマに理科教室を開催

YOKOGAWAは、「心（人間性）」、「知（知識・技術）」、「身
（体・健康）」を3つの柱とし、地域や社会へ密着した社会貢献
を展開しています。「知」では地域の子供たちへの理科教育を

支援。武蔵野市教育委員会主催の土曜学校「サイエンスクラブ」

への協力や、当社での「理科教室」開催を通じ、科学や技術に

興味を持つ人財の育成に貢献しています。

2007年度は10月と12月に、「電波をつかまえろ!ゲルマニ
ウムラジオを作って電波をキャッチ」をテーマに理科教室を

開催。武蔵野市周辺の小学5、6年生が参加して、ラジオの製作
や、測定器による電波波形の観察などに取り組みました。

中国青海省の小学校へ防寒着を寄贈

中国の子会社の社員に

よる就学困難地域の学費

支援活動を2000年より
継続しています。2007
年度は中国の青海省にあ

る小学校を訪問し、防寒着

などを寄贈しました。こ

のほかにも、世界各地の

拠点で、地域に根差した活動を展開。韓国では、社員による

ボランティアサークル「ダサラン会」が一人暮らしのお年寄りに、

石油や練炭、米を援助。アメリカでは、社員やその家族、友人

が、新生児の障害を防ぐための活動を行っている「マーチ・

オブ・ダイムス」を支援しました。

社内から広がる環境保全活動

全社員を対象とした環境教育にも積極的に取り組んでいま

す。2007年のYOKOGAWA環境週間には、映画「不都合な
真実」社内上映会や地球環境クイズの実施、環境家計簿の

推奨などを通して意識の向上を図りました。本社構内にある

売店ではレジ袋削減キャンペーンを展開するなど、日常の

社内活動から環境保全意識の向上に努めています。

中国青海省の小学生たち

理科教室で社員ボランティアからはんだ付けを習う小学生
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計測機器事業

計測の分野では、電圧、電流、電力、光パワー、波長など、さまざ

まな物理量を目に見える情報に変換し、解析する計測機器の提供を

通じて、産業界に貢献しています。電気・電子製品などの開発や

生産、また通信インフラの敷設・保守に欠かせない測定器のビジネス

では、高性能かつ高信頼の製品を幅広くラインアップするとともに

充実した校正・サービス体制を構築しています。また、半導体テスタ

のビジネスでは、半導体の高速化・高機能化に合わせて製品を開発

し、常に最新のテストソリューションを提供しています。

新事業その他

計測・制御・情報を技術ドメインとして成長を続けてきた

YOKOGAWAは、そこで培った技術を活用し、多数の応用技術や
応用製品を生み出してきました。超高速・大容量の通信を可能に

する光通信関連機器、半導体の製造装置向けのXYステージ、バイオ
テクノロジー分野で注目される共焦点スキャナ、航空機・船舶用の

計器など先端技術の粋を集めた製品群でお客様のニーズに幅広く

応えています。

メモリIC用半導体テスタ

プレシジョンパワーアナライザ

共焦点スキャナ

XYステージ

光スペクトラムアナライザ

Business Overv iew

事業概要

分散形制御システム

差圧・圧力伝送器

光通信モジュール

制御事業

YOKOGAWAは、プラントの生産設備の制御・運転監視を行う
分散形制御システムを世界に先駆けて開発。製品の高い信頼性と

優れたプロジェクト遂行能力によってお客様の信頼を獲得し、制御

事業のリーディングカンパニーとして、石油・石油化学・鉄鋼・紙

パルプ・薬品・食品・電力などあらゆる産業の発展を支えています。

統合生産制御システムに加え、差圧・圧力伝送器、流量計、分析計や、

各種ソフトウエアを揃え、導入から保守までプラントのライフサイ

クル全体に対して総合的なソリューションを提供しています。 プロセスガスクロマトグラフ
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株価・売買高の推移 

2006年 2007年 2008年 

60,000

40,000

20,000

0

2,500

2,000

1,500

1,000

売買高（千株） 

日経平均株価（円） 当社株価（円） 

17,000
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11,000

8,000

10月 11月 12月 1月 2月 3月 5月 7月 9月 11月 1月 3月 4月 6月 8月 10月 12月 2月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

日経平均株価 

当社株価 

所有者別株主分布状況 

所有者別株式分布状況 

個人株主 32,956名 (97.31%)

その他法人等 418名 (1.23%)

外国株主 352名 (1.04%) 

金融機関 86名 (0.25%) 

証券会社 53名 (0.16%) 

自己株式 1名 (0.00%)

外国株主 70,985千株 (26.43%) 

個人株主　 40,632千株 (15.13%) 

その他法人等 14,346千株 (5.34%) 

証券会社 8,347千株 (3.11%)

自己株式 11,040千株 (4.11%) 

金融機関 123,272千株 (45.89%) 

 

株主数 

33,866名 

株式数 

268,624千株 

株式情報

Share Information
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株式の状況 （2008年3月31日現在）

発行可能株式総数 600,000,000 株

発行済株式の総数 268,624,510 株

株主数 33,866 名

大株主（上位10名、敬称略）

株主名

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

第一生命保険相互会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本生命保険相互会社

オーエム04 エスエスビー クライアント オムニバス

横河電機株式会社

みずほ信託退職給付信託（みずほコーポレート銀行口）

東京海上日動火災保険株式会社

みずほ信託退職給付信託（みずほ銀行口）

横河電機持株会

22,909,800

22,697,000

14,351,500

13,284,615

11,786,000

11,040,640

6,643,990

4,694,936

4,617,010

4,396,797

8.53

8.45

5.34

4.95

4.39

4.11

2.47

1.75

1.72

1.64

持株数（株） 所有比率（%）
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トピックス

Topics

東京証券取引所から平成19年度上場会社表彰を受ける
当社は、東京証券取引所の「平成19
年度東証上場会社表彰」において「個人

株主拡大表彰」を受けました。

当社は、積極的な情報開示を経営に

おける重要項目の一つに定め、適時性・

透明性・公平性・継続性の確保を基本

方針として、分かりやすく正確な情報

開示に努めています。個人投資家の方々

に対しては、IRホームページや報告書
の充実、個人投資家向け会社説明会の

開催などを通して、事業活動を分かり

やすくお伝えしています。また、株主の

皆様に対しては、アンケートの実施や

専用電話の設置により双方向のコミュ

ニケーションを図っています。こうした

なかで当社の個人株主数は大きく増加

し、表彰を受けるに至りました。

当社は今後も積極的な情報開示に

努め、皆様から信頼される企業を目指

してまいります。

ラグビー部がトップリーグに昇格

当社ラグビー部は、2008年度、日本
のラグビーの最高峰であるトップリーグ

に昇格します。ラグビー部はこれまで、

東日本の地域リーグであるトップイースト

１１リーグに所属していましたが、2007
年度シーズンに同リーグで全勝優勝を

果たし、ほかの二つの地域リーグ優勝

チームと競う「トップチャレンジ1」に
出場。ここで2位となり、念願のトップ
リーグ昇格を決めました。

1946年に発足した当社ラグビー部
は、全国社会人大会に13回出場した
歴史あるチームですが、2003年に現在
のリーグ制になってから初めてのトップ

リーグ昇格です。当社は、子供たちを

対象としたラグビー教室の開催など、

スポーツを通じての社会貢献にも力を

入れており、ラグビー部は多方面での

活躍が期待されています。

当社は、2008年5月にミャンマー連邦を襲った大型サイクロン、及び同月の中華人民共和国四川省を震源とする大規模地震の被災地支援
のため、日本赤十字を通じて合計1,500万円を寄付しました。被災された方々に謹んでお見舞い申し上げますとともに、被災地の一刻も
早い復旧を心からお祈り申し上げます。
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事業の現場から

プラント建設が相次ぐ中東

エネルギー需要の増大と原油高を背景

に、油田開発や天然ガス開発、関連する

化学プラントの新設や能力増強への投資

が、世界各地で活発に行われています。

とくに、中東、中国、インドなどの市場では

大型プラントの建設プロジェクトが相次

いでおり、YOKOGAWAも多くのプロ
ジェクトを受注しています。

YOKOGAWAは1990年、バーレーン
にYokogawa Middle Eastを設立し、
中東で積極的な営業活動を展開してきま

した。高品質、高信頼の製品やサービス

を提供し続けてきたYOKOGAWAの
ソリューション提案力、プロジェクト遂行能

力は、中東のお客様からも高く評価され、

サウジアラビアン・オイル・カンパニー

（サウジアラムコ社）やアブダビガス産業

公社、バーレーン石油公社などから数多く

の受注をいただいています。

中東での事業基盤を強化

2005年にはアラブ首長国連邦、2006
年にはバーレーンに、エンジニアリング

会社を設立。また、サウジアラビアには、

2006年に販売、エンジニアリングを担う
新会社を、2007年にはサービス会社を
設立し、バーレーンのYokogawa Middle
Eastを地域統括会社として、強固な事業
体制を構築しています。

こうした体制のもと、YOKOGAWAは
お客様との信頼関係を一層深めており、

海外の大手企業との激しい競争のなかで

も確固たる存在感を示しています。サウ

ジアラムコ社と住友化学株式会社の合弁

会社が進めている世界最大級の石油精

製・石油化学統合プラント建設プロジェク

ト（ラービグプロジェクト）でも、

YOKOGAWAの制御システムや安全計装
システムなどが採用されています。

サウジアラビアに新オフィスを建設

2006年末に設立された、販売、エンジ
ニアリング会社であるYokogawa Saudi
Arabiaは、2008年3月、キングファハド
石油・鉱物資源大学内の先端技術企業向

け企業用地に新社屋を建設。開所式には

同大学のスルタン学長が当社内田会長と

ともにホストとして出席されたほか、サウジ

アラムコ社のジュマ社長にもご臨席いただ

きました。また、併催の技術展には2日間
で600人ものお客様が来場され、サウジ
アラビアの産業、社会の発展に貢献する

YOKOGAWAに期待の声が寄せられました。
当社はこれまでに築いてきた事業基盤

を生かし、今後も中東のビジネスを発展

させていきます。

活況な中東市場で制御事業を拡大

活発なプラント建設投資が続いている中東の制御市場。

YOKOGAWAは現地のお客様と良好な関係を築き、ビジネスを拡大しています。

Yokogawa Close-up

中東の地域統括会社であるYokogawa Middle East
開所式でのテープカット。サウジアラムコ社のジュマ社長、
中村駐サウジアラビア大使も参加されました。

Yokogawa Saudi Arabiaの新社屋
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会社概要 （2008年3月31日現在）

商号 横河電機株式会社

英文社名 Yokogawa Electric Corporation

創立 大正4年（1915年） 9月1日

設立 大正9年（1920年） 12月1日

資本金 43,401,056,425円

従業員数 20,266人（連結） 4,974人（個別）

本社 〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

事業所 小峰事業所、相模原事業所、甲府事業所、青梅事業所、

駒ヶ根事業所、金沢事業所

支社・支店・ 関西支社、北海道支店、東北支店、千葉支店、豊田支店、

中部支店、北陸支店、岡山支店、中国支店、北九州支店、

九州支店、新潟営業所、四日市営業所、水島営業所、

新居浜営業所、沖縄営業所

海外工場 米国・ブラジル・オランダ・ドイツ・シンガポール・

インドネシア・中国・韓国・インド

海外販売・ 米国・カナダ・メキシコ・ブラジル・アルゼンチン・チリ・

オランダ・オーストリア・ベルギー・フランス・ドイツ・

ハンガリー・イタリア・ノルウェー・ポーランド・ポルト

ガル・ルーマニア・スペイン・スウェーデン・イギリス・

ロシア・南アフリカ・バーレーン・サウジアラビア・アラブ

首長国連邦・シンガポール・インドネシア・マレーシア・

フィリピン・タイ・ベトナム・インド・中国・韓国・台湾・

オーストラリア・ニュージーランド

役員一覧 （2008年6月26日現在）

代表取締役会長

代表取締役社長

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役（社外）

取締役（社外）

常勤監査役

常勤監査役

監査役（社外）

監査役（社外）

監査役（社外）

常務執行役員

執行役員

内田　　勲

海堀　周造

八木　和則

木村　和彦

三奈木輝良

藤井　　隆

山本　順二

内藤　正久

棚橋　康郎

内海　岱基

小柳　敬史

引馬　　滋

池田　輝彦

壱岐　浩一

田中　博行

黒須　　聡

作野　周平

奥住　俊樹

湯原　仁志

河田　泰紀

瀧岸　眞一

牧野　　清

大竹　　眞

相澤　動太

広見　公正

佐野　廣二

白井　俊明

笹田　　学

西村　一知

松本　澄秀

浜口　延正

三浦　　明

鳥居　　誠

中原　正俊

青山　　淳

荒井　秀夫

小野　　裕

エンジニアリング・
サービス拠点

営業所

会社概要/役員

Corporate Information



株主メモ HPのご案内

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 6月

上記基準日 3月31日　その他、必要がある場合は、あらかじめ公告します。

剰余金の
毎年3月31日及び9月30日

配当の基準日

単元株式数 100株

上場証券取引所 東京証券取引所

株主名簿管理人 〒103-8670 東京都中央区八重州1-2-1
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒103-8670 東京都中央区八重州1-2-1
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

郵便物送付先 〒135-8722 東京都江東区佐賀1-17-7
お問い合わせ先 みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

電話 0120-288-324（フリーダイヤル）

同取次所 みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各店

公告方法 電子公告

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

ホームページでもさまざまな情報をご覧いただけます。

http://www.yokogawa.co.jp/

IR情報メール配信登録のご案内

投資家の皆様に当社の情報を迅速にお届けするため、横河

電機IR情報メールを配信しております。ご登録は当社ホーム
ページにて承っております。

http://ir.yokogawa.jp/

株主の皆様の声をお聞かせください

より良いIR活動を行っていくため、株主様アンケートを実施
いたします。同封のハガキにて皆様の声をお聞かせいただき

ますようお願い申し上げます。

広報・IR室　〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32 株主様専用電話 0422-52-5824（平日 9:00～17:00）

●単元未満株式をお持ちの株主様へ

1単元（100株）に満たない株式をご所有の株主様は、1単
元に不足する数の株式を当社から買い増し、単元株とする
ことができます。また、ご所有の単元未満株式を時価にて
当社に売却することができます。買い増し及び売却をご希望
の方は、左記の「みずほ信託銀行 証券代行部」にお問い
合わせください。

【お知らせ】
●株式に関するお手続きについて

株式に関するお手続き用紙（届出住所・印鑑・姓名等の変更届、配当金振込指定書、名義書換請求書等）
のご請求につきましては、株主名簿管理人にてお電話ならびにインターネットにより承っております。
なお、株券保管振替制度をご利用の株主様は、お取引口座のある証券会社にご照会ください。

＜みずほ信託銀行 証券代行部＞
フリーダイヤル　0120-288-324
インターネットアドレス　http://www.mizuho-tb.co.jp/daikou/

本報告書に掲載されている当社及び当社グループの計画、見通し、戦略、判断などのうち、歴史的事実でないものは、将来の業績に関する見通しであり、現時点で
入手可能な情報から得られた経営者の判断によるものです。実際の業績は、経済情勢や為替相場などさまざまな要因によって、これらの見通しと異なる可能性が
あることをご承知おきください。




